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2023年３月29日 

各  位 

 

会 社 名 株式会社  サイバーリンクス 

代 表 者 名 代表取締役社長  村 上  恒夫 

（コード番号：3683 東証プライム市場） 

問 合 せ 先 執行役員 総合管理部長 鳥居 孝行 

（TEL.  050-3500-2797） 

 

 

上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況について 

 

当社は、2021 年９月 30 日にプライム市場の上場維持基準の適合に向けた計画書を提出し、そ

の内容について開示しております。2022 年 12 月 31 日現在における計画の進捗状況等について、

下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．当社の上場維持基準への適合状況の推移及び計画期間  

 当社の 2022年 12月 31日時点におけるプライム市場の上場維持基準の適合状況は、以下のと

おりであり、「流通株式時価総額」について基準を充たしておりません。2025年 12月期末まで

に基準を充たすために、引き続き各種取組を進めてまいります。 

  流通株式時価総額 

当社の適合状況及びその推移 

2021 年 6 月 30 日時点 89.2 億円 

2022 年 12 月 31 日時点 73.7 億円  

上場維持基準 100 億円 

計画書に記載の計画期間 2025 年 12 月期末 

※当社の適合状況は、株式会社東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもと

に算出を行ったものです。 

 

２．上場維持基準の適合に向けた取組の実施状況および評価 

（１）『時価総額』向上に向けた取組の実施状況 

①中期経営計画推進による業績向上 

当社は、2021年２月に公表いたしました「中期経営計画（2021年度～2025年度）トランス

フォーメーション2025」の推進による業績向上に向けた取組を進めてまいりました。 

計画２年目にあたる2022年12月期の業績は、流通クラウド事業、官公庁クラウド事業が計
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画以上に力強く成長し、経常利益は計画比3.7億円増の11.4億円となり、３期連続最高益を達

成いたしました。 

 

【中期経営計画２年目（2022年12月期）の計画と実績】 

 売上高 定常収入 経常利益 

中期経営計画※ 132億円 71億円 7.7億円 

実績 122億円 69億円 11.4億円 

計画差異 △10億円 △2億円 +3.7億円 

※2021年２月12日公表の「中期経営計画 （2021年度～2025年度）トランスフォーメーション2025」

のp15、16グラフの値です。 

 

②コーポレートガバナンスの充実 

   ＜ＩＲの強化＞ 

2022年12月期においては、ＩＲ担当人員の増員による体制強化を行い、以下の取組を推

進してまいりました。 

【情報開示の充実】 

・中期経営計画、決算短信、決算補足説明資料等の英文開示（日英同時の開示も推進） 

・決算補足説明資料の内容拡充等の大幅見直し実施 

開示頻度を年２回（半期単位）から年４回（四半期単位）に向上 

 

【認知度向上施策】 

・ＩＲメディアへの掲載開始 

・ＩＲ動画コンテンツの充実 

・個人投資家向けＩＲイベントへの出展 

 

【対話の推進】 

・機関投資家向け決算説明会の開催（半期単位） 

・機関投資家との面談（１ｏｎ１）実施（四半期単位） 

 

   ＜ＥＳＧ関連施策の推進＞ 

「サステナビリティ基本方針」に基づき、７つの「持続可能な企業活動における重要課

題（マテリアリティ）」を設定し、新たに以下の取組を実施いたしました。 

・人材KPIの開示 

・サステナビリティデータ（社会）の開示 

・団体長期障害所得補償（GLTD）制度導入 

・女性活躍推進への取組（管理職比率 7.8%、主任職比率 21.7%）※2022年12月31日時点 

・中学生向けキャリア学習（企業訪問）受入れ 

・インターネットによる議決権行使の採用（第59期定時株主総会より） 

・独立社外取締役を３分の１以上選任 

（社内取締役４名に対し、独立社外取締役４名 ※2022年12月31日時点） 
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   ＜コーポレートガバナンス・コードへの対応＞ 

2021年６月に改訂された「コーポレートガバナンス・コード」において、プライム市場

のみに適用、あるいはプライム市場に加重される原則を中心に、以下の取組を実施いたし

ました。 

【補充原則3-1② 英語での情報の開示・提供】 

・中期経営計画、決算短信、決算補足説明資料等の英文開示（日英同時の開示も推進） 

・コーポレートサイト「ＩＲ（Ｅｎｇｌｉｓｈ）」ページの改修 

 

【補充原則4-8 独立社外取締役を３分の１以上選任】 

・独立社外取締役を３分の１以上選任 

（社内取締役４名に対し、独立社外取締役４名 ※2022年12月31日時点） 

 

【補充原則4-10① 指名委員会・報酬委員会の設置】 

・指名・報酬委員会を設置 

 

【補充原則4-11① スキル・マトリックスの開示】 

 ・定時株主総会の招集通知にてスキル・マトリックスを記載 

 

③株主還元施策 

１株あたりの配当額は、2021年12月期は当初予想の10円を２円上回る12円としました。

さらに、2022年12月期は前期比１円増配の13円とするなど、配当額の引き上げを進めてま

いりました。 

 

（２）『流通株式比率』向上に関する取組の実施状況 

流通株式比率向上に関する取組としては、株式交換を用いたＭ＆Ａの実行に係る新株発行

等により流通株式数が増加しました。さらに、役員の退任等もあり、2022年12月31日時点で

の流通株式比率は56.9％となり、2021年６月30日時点より4.2ポイント上昇いたしました。 

  

（３）取組の評価 

流通株式比率は2021年６月30日時点より4.2ポイント上昇したものの、株価の推移が軟調であ

ることから、依然として「流通株式時価総額」は上場維持基準を充たしておりません。一方、

業績は３期連続で最高益を達成するなど着実に向上しております。最終年度までに上場維持基

準を達成できるよう、引き続き適合計画に基づく取組を進めてまいります。 

 

３．今後の課題および取組について 

「時価総額」および「流通株式比率」を向上させるためには、企業価値を高めるとともに株

式市場で適正な評価を得ること、当社株式の流動性を向上させることが課題と捉えております。 

時価総額向上に向けた取組として「中期経営計画推進による業績向上」を掲げております。

中期経営計画については、当初２か年の経常利益が計画を上回るペースで順調に成長したこと

に加え、Ｍ＆Ａにより経営資源が一層強化されたことなどを踏まえ、2023年２月14日に見直し

を行いました。計画最終年度（2025年12月期）の売上高、定常収入、経常利益の各計画値の引
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き上げを実施したものであります。見直しの詳細については、添付資料をご参照下さい。 

セグメント別の重点戦略は以下のとおりです。 

 

(重点戦略) 

①流通クラウド事業  

『企業間連携プラットフォームの立上げにより業界DXを実現』 

「＠ｒｍｓ基幹」のシェア拡大に向け、高速処理化など基本機能のブラッシュアップを図る

とともに、ＡＩ・自動判断機能など機能拡充にも取り組みます。また、「クラウドＥＤＩ－Ｐｌ

ａｔｆｏｒｍ」について、効率的な運用・導入の仕組みを確立することにより普及を加速しま

す。さらに、2021年にリリースした企業間連携プラットフォーム「Ｃ２Ｐｌａｔｆｏｒｍ」の

機能拡充と普及を進め、商談や見積などの効率化により、食品流通業界全体のＤＸに貢献しま

す。 

 

②官公庁クラウド事業 

 『大きく進展するデジタル化を、地方自治体の立場に立ってサポート』 

2022年７月に完全子会社化した株式会社シナジーの自治体向け文書管理システム「Ａｃｔｉ

ｖｅＣｉｔｙ」や、自治体電子認証サービス「マイナサイン」、自治体デジタルサービス「Ｏｐ

ｅｎ ＬＩＮＫ ｆｏｒ ＬＩＦＥ みんなの窓口」等により、全国各地で自治体ＤＸを力強

くサポートしていきます。 

 

③トラスト事業  

『マイナンバーカードベースのサービスを中核に「人、物、コト」全方位に展開』 

マイナンバーカードを利用する信頼性の高い電子契約システム「マイナトラスト」について、

サービスの事業化と普及を進めます。また、ブロックチェーンを利用するデジタル証明書発行

サービス「ＣｌｏｕｄＣｅｒｔｓ」について、一般財団法人国際ビジネスコミュニケーション

協会が運営する「ＴＯＥＩＣ® Ｐｒｏｇｒａｍ」公開テストの公式認定証への提供開始（2023

年４月予定）を足掛かりに、デファクトスタンダードとなることを目指します。 

 

④モバイルネットワーク事業  

『激変する競争環境で、地域シェアの確立とリアル店舗の価値拡大を』 

株式会社ＮＴＴドコモよりエリア毎のドコモショップを適切な店舗数・店舗規模に見直す方

針が打ち出される中、当社は、和歌山県下のシェアを高め、また、店舗の効率化による収益力

向上等に努めることにより、エリアにおける強力なパートナーとしての地位を確立していきま

す。 

 

なお、中期経営計画の見直しを実施いたしましたが、適合計画に基づく取組は着実に進捗して

おり、現時点では適合計画書を変更する必要性はないと考えております。最終年度までに上場維

持基準を充たせるよう、「上場維持基準適合に向けた基本方針」に沿った各種取組を引き続き進め

てまいります。 

                                       以上 



証券コード：3683

中期経営計画 （2021年度～2025年度）

2023年2月14日

Society 5.0 急加速！

「トランスフォーメーション 2025」

2023年2月
見直し版
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成長スピード加速で、売上高目標を２年前倒し！
さらに目標の引き上げを図る！
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１．2か年の振り返り

２．見直しの背景とポイント

３．中期経営計画（見直し後）

INDEX

※本資料では、
2021年2月12日公表の当初中期計画を「見直し前計画」、
本資料（2023年2月14日公表）を「見直し後計画」と称します。

見直し前計画 見直し後計画
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１．２か年の振り返り
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１．2か年の振り返り 売上・定常収入

2022年度は計画下振れするも、
クラウドサービス提供拡大により着実に定常収入を積上
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※2021、2022年度の計画値は、「見直し前計画」のp15、16グラフ記載の値です
※2022年度業績の詳細は、「2022年12月期決算説明資料（2023年3月開示予定)」にてご説明します
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１．2か年の振り返り 経常利益

■流通 ■官公庁 ■トラスト ■モバイル ■管理 ■経常利益

(億円)

流通・官公庁が計画以上に力強く成長し、
２か年とも計画を上回るハイペースで進捗

※2021、2022年度の計画値は、「見直し前計画」のp15、16グラフ記載の値です
※2022年度業績の詳細は、「2022年12月期決算説明資料（2023年3月開示予定)」にてご説明します

モバイル事業の不調を、
流通・官公庁の成長でカバー
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２．見直しの背景とポイント
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２．見直しの背景とポイント

好調な利益推移を踏まえ、「@rms基幹」のさらなる強化を前倒しで実施

自治体ＤＸ推進のカギとなる「文書管理システム」に強みをもつシナジー社を取得(2022年7月）

デジタル証明書発行サービス「ＣｌｏｕｄＣｅｒｔｓ」を取得（2021年12月）

全方位へのサービス展開をすすめ、当初計画からの遅れを取り戻す

キャリアの政策等により厳しい事業環境だが、Ｍ＆Ａ実行で４店舗増加（2022年12月）

「地域シェアの確立」と「店舗の効率運営」で、「エリアの強力なパートナー」を目指す

２か年経過し、外部環境やＭ＆Ａ等の内部環境の変化を踏まえ、
中期経営計画の戦略面、数値面ともに点検し、「見直し版」を策定しました

流通

官公庁

トラスト

モバイル

p10参照

主力サービスである「@rms基幹」の中・大規模ユーザーへの展開をさらに加速させるべく、
中計期間後に予定していた高速処理化等のさらなるブラッシュアップに向けた開発投資を前倒しで実施

予てからの目標であった「全国展開するメーカーへの転身」に向けたエンジンに！
2023年よりグループ損益へ連結開始し、売上面において大きな寄与
のれん等償却負担が発生するが、2026年以降は利益にも貢献

P8、9参照

マイナンバーカードをベースとしたサービスにブロックチェーン技術を用いたCloudCertsを加え、
「人（本人性）、物（存在）、コト（行為）」全方位への展開が可能に
当初計画よりやや遅れがあるものの、最終年度の目標は見直し前計画の水準を維持する

ＮＴＴドコモにおいてドコモショップに関する方針や支援費見直しがなされ、代理店としては厳しい事業環境に
地域における販売シェアの向上に加え、店舗間の販売ノウハウの共有等による店舗運営の効率化に取組む
中期的には事業環境改善の見通し
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２．見直しの背景とポイント シナジー社取得＜市場性、戦略面＞

文書管理システムの市場（当社想定）

現時点では未導入団体多く、
自治体DXを背景に、今後数年で急速な成長が期待される

大規模
都道府県庁・政令市・特別区

中規模
中核市・中堅市・独立行政法人

小規模
上記以外の市町村等

商品の強み
● 高機能・高品質なサービスを「シェアクラウド型」で提供
● 長年の改良により標準機能を豊富にそろえる
● 「紙」と「電子」の融合で現場の実情に適した運用を実現

充実の販売網
● 全国に展開する力強い販売網をもつ（パートナー戦略）
● 販売に加え導入も、パートナー主導で完結可能

経験と実績
● 中規模の自治体を中心に豊富な導入実績をもつ
● リリースから約10年サービスを提供し続け豊富な経験を蓄積

ユーザ数

80団体以上

パートナー企業数

全国 15社

ＡｃｔｉｖｅCityの強み

成長見込まれる得意の中規模レンジに注力し、サービス展開をはかる

8

官公庁

全国の自治体
（約1,800団体）中

半数以上が未導入
※当社調べ

急速な成長が期待！

年間60億円 超

市場規模
(マーケットポテンシャル）

※全国自治体の一般行政職員数と
市場における平均ユーザー単価を用いて当社推定

これからの
成長市場！
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売上面

利益面

ActiveCityのサービス拡大により
着実に定常収入を積上げ、売上を伸長させる

２．見直しの背景とポイント シナジー社取得＜業績面＞

売上高 定常収入

３か年で収益性が大幅に向上
償却負担を上回る利益貢献は、2026年からとなる見込

シナジー社の業績は2023年より損益計算書への連結を開始

2022年7月の子会社化後も着実に案件獲得！

官公庁

※シナジー社取得に係る取得原価の再配分（PPA)が未完了のため、
記載の償却額は暫定的に算出された金額であります。

■償却負担等の主な内訳

のれん償却 約1.7億円/年 （2027年償却終了）

ソフトウェア償却 約0.7億円/年 （2025年償却終了）

■シナジー社単体償却前経常利益
■償却負担等
■グループへの影響

(億円) (億円)

(億円)

20252023 2024
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２．見直しの背景とポイント トラスト事業のサービス取得と成長

マイナンバーカードベースのサービスに加え、
ブロックチェーン技術を用いたデジタル証明書発行サービスを取得（2021年12月）

トラスト

紙の証明書、資格等をデジタル化

改ざん不可(ブロックチェーンの特性)

証明書の内容を誰でも検証可

証明書の再送付も簡単

タイムスタンプ(発行履歴の記録)

その行為はある時点で確かに行われたか

デジタル証明書発行サービス

学位・学歴証明書 検定認定証 資格証明書 製品保証書

コト（行為）

一般財団法人 国際ビジネスコミュニケーション協会が運営する

「ＴＯＥＩＣ® Program」公開テスト 公式認定証のデジタル化に採用決定！
（2023年４月実施の公開テストより発行予定）

マイナンバーカードベースのサービスとの両輪で、トラスト事業の黒字化を達成する！
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3．中期経営計画（見直し後）
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「トランスフォーメーション 2025」
～業界、顧客企業とともに、DXで生産性向上～

基本方針

流通 企業間連携プラットフォームの立上げにより業界DXを実現

官公庁 大きく進展するデジタル化を、地方自治体の立場に立ってサポート

トラスト マイナンバーカードベースのサービスを中核に「人、物、コト」全方位に展開

モバイル 激変する競争環境で、地域シェアの確立とリアル店舗の価値拡大を

重点戦略

見直し前計画

2025年度
(最終年度)

2020年度比

定常収入 90億円 141.4 %

定常収入比率 62.5% +12.2 pt

売上高 145億円 113.7 %

経常利益 16億円 168.1 %

経常利益率 11.0% ＋3.5 pt

ROE 13%以上 ー

数値計画

12

３．中期経営計画 ＜骨子＞ 更新・見直し

見直し後計画

2025年度
(最終年度)

2020年度比

95億円 149.3%

5６.1% +5.8 pt

170億円 133.8%

16.8億円 177.0%

9.8% +2.4 pt

13%以上 ー

更
新
・見
直
し
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コロナ

→テレワーク→ＤＸ

デジタル庁

→自治体ＤＸ→社会全体のＤＸ

元々大きく動いていたSociety5.0への動きが

２つの大きなうねりにより 急加速！！

2002年 IT業界の最大の潮流は「チープ化」 → 「シェアクラウド」

2012年

2016年

2020年～

企業間連携によるさらなる効率化 → 2021年C2PF商談支援稼働

判断は「人」から「AI」へ → 2023年AI @rms開発スタート

「Soｃiety5.0」に備え 「徹底した労働生産性向上」を

・ 企業間連携プラットフォームC2PF（業界内DXによる生産性向上）

・ 社内業務の自動化・効率化 （2020年より）

13

３．中期経営計画 ＜時流の先読み＞

Society5.0

変更なし



Ⓒ2023 CYBERLINKS CO.,LTD.

流通クラウド・官公庁クラウドが成長をけん引

新規事業分野（トラスト事業）にも挑戦し、４本目の事業へ

2025年2016年 2020年

前中期経営計画

他キャリア・オンラインとの差別化
地域における圧倒的なシェアの確立

新中期経営計画

定常収入が着実に増加 流通クラウドの収益拡大

14

すべての
食品流通企業を

ターゲットに

官公庁・医療・文教
プラットフォーム

トラストサービスを
事業の4本目の柱に

既存サービスの拡大と
企業間連携プラットフォームで

業界DXを推進

３．中期経営計画 ＜新中計の成長イメージ＞

流通クラウド事業

官公庁クラウド事業

モバイルネット
ワーク事業

地域シェア確立と
リアル店舗の

価値拡大

積極投資で
早期事業化を目指す

トラスト事業

見直し

自治体デジタル化の
推進

見
直
し

見
直
し

見
直
し

M&A寄与
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３．中期経営計画 ＜流通クラウド＞

企業間連携プラットフォームの立上げにより業界DXを実現

～ 高品質・低価格の「シェアクラウド」で
すべての食品流通企業をターゲットにシェア拡大を図る ～

小売 卸 メーカー
@rms基幹システム

EDI-Platform
（商流プラットフォーム）

C2Platform 
（商談プラットフォーム）

食品小売
（＠ｒｍｓ）

市場
全体

2020年
実績

2025年
計画

目標
シェア

市場規模 （億円） 200 21.1 26→28 70
（35％）

KPI： 店舗数 （店） 21,000 1,205 1,765 －

＊店舗数：「＠ｒｍｓ基幹」導入店舗数

＊市場規模は当社サービスの料金体系で試算
＊専門店向け販売管理システムの市場は除く

加工食品卸
（EDI-Platform）

市場
全体

2020年
実績

2025年
計画

目標
シェア

市場規模 （億円） 40 7.8 11 32
（80％）

KPI：商流額 （兆円） 36 8.7 12.3 －

小売・卸・メーカー
（C2Platform ）

市場
全体

2020年
実績

2025年
目標

目標
シェア

市場規模 （億円） 60 0.3 4→2 48
（80％）

KPI： ID数 （ID) 220,000 0 10,000

→5,000 －

食品流通市場
全体

市場
全体

2020年
実績

2025年
計画

目標
シェア

市場規模
（億円）

300 29.2 41 150

＊商流額：当社サービスを利用して、お客様が行う受発注金額

＊2020年実績は、 先行して提供を開始している一部サービスにかかる収入

見直し

見直し展開にやや遅れ

中大規模向けの提供拡大により
ＥＤＩサービスが当初計画より伸長

見直し
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＜小売業向け＞

■高速処理化をはじめとした基本機能のブラッシュアップを図るとともに、
機能拡充（AI・自動判断機能）にも取り組み、さらなる商品力・競争力の強化を目指す

■ 導入作業、運用作業の効率化により、年間導入可能数アップと利益率の向上を図る

基幹系導入：2025年度導入可能社数を、2020年対比 180%に

運用保守 ：2023年までに、作業工数の 50%削減を目指す

@rms基幹（大規模・中小向け）の導入を推進し、シェア拡大を図る

＜卸売業向け＞

次世代型EDIサービスの構築、2023年リリースを目指す

■ 卸TOP10や大手メーカーの獲得に集中

■ 既存顧客導入の自動化で負荷を軽減、新規顧客導入に人員をシフト

通常導入自動化：2025年度導入工数を、2020年対比 40%に

■ 小規模メーカー・卸向けクラウド販売管理サービスをリリース

16

PSTN・インボイス対応で新規ユーザ獲得に注力

見直し

見
直
し

３．中期経営計画 ＜流通クラウド＞



Ⓒ2023 CYBERLINKS CO.,LTD.

食品メーカー小売

食品卸

見積書/提案書
商品情報/商品画像

Y Y Y

Y Y

X X X

X X

商品画像

商品基本情報

原材料情報

個別取引情報

見積書

C2Platform
（C2PF商談支援サービス）

Ａ
社 Y

Y

Y

Y

Y

X

X

X

X

X

Ｂ
社

Ｃ
社

Ｄ
社

Ｅ
社

小売ごとに
個社別フォーマット
で提出

■ 2021年 見積作成支援機能をリリース。以降、順次機能拡充

■ 大手小売向けの導入を進めるとともに、既存ＥＤＩ顧客への横展開も加速

17

大手卸４社と共同開発

＜企業間連携プラットフォーム＞

2021年C２PF商談支援サービスをリリース
～ 2025年までに、5,000ＩＤの導入を目指す ～

食品メーカー小売

食品卸

標準
FMT

標準
FMT

食品流通業界ＤＸを推進！！

３．中期経営計画 ＜流通クラウド＞

見
直
し

見
直
し

見直し
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3.6
2.3 2.2

3.6
4.7

1.3

1.5 2.2

2.2

2.01.6

1.6 1.1

1.2
1.0

0

2

4

6

8

2021 2022 2023 2024 2025

3.6

5.6

4.3

8.1
7.8

9.1

8.3

9.5

11.1 11.1

0

2

4

6

8

10

12

更新・見直し

ソフトウェア償却の負担を吸収し、サービス提供拡大により着実に成長
2025年 経常利益 11.1億円 経常利益率 21%

３．中期経営計画 ＜流通クラウド＞

売上高 定常収入 経常利益

経常利益率
21.0%

※計画見直し後数値、（）内は見直しによる増減

インボイス対応次世代EDI構築

(▲0.6)

(▲0.2)

(▲0.1)

(+0.2)

(▲0.4)

(▲0.0)

（▲0.8）

(+0.５)

(+0.6)
(+1.８)

(+0.4)

(▲2.0)

(▲2.9)

(+0.4)

(+3.0)

@rms
ブラッシュアップ・自動判断機能等拡充

(億円) (億円) (億円)

３９40 
42 42

４５46 
４８４９ ５０

53 

0
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2021 2022 2023 2024 2025

３３33 
36 ３５

39 38 

４１４０

４４４３

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

(億円)
■ソフトウェア償却 ■減価償却 ■研究開発費等

サービス拡大により
償却負担増加を吸収！
さらに高収益体質へ！

※各年左側は見直し前計画 右側は2021・2022年は実績、2023年～2025年は見直し後計画

見直し

2021 2022 2023 2024 2025 2021 2022 2023 2024 2025

18

2021 2022 2023 2024 2025
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■ 自治体デジタルサービス推進（全国へ）

・文書管理システム「ActiveCity」

・自治体電子認証サービス「マイナサイン」

・自治体デジタルサービス「Open Link for LIFE みんなの窓口」 等により、自治体ＤＸをサポート

■ 次世代総合防災サービス提供（全国へ）

防災マルチメディア情報配信サービス「Open Link for LIFE まちあっぷ！」の普及

■ 校務クラウド「クラリネット」導入校拡大

■ 情報系サービス提供拡大 （近畿圏へ）

「自治体シェアクラウド」サービスの充実

■ 基幹システム標準化・共通化対策強化

官公庁デジタル化が大チャンスに

大きく進展するデジタル化を、地方自治体の立場に立ってサポート

～「デジタル庁」主導によるシステムの標準化に合わせ

自治体の円滑なシステム化を支える ～

19

見直し

見
直
し

３．中期経営計画 ＜官公庁クラウド＞
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マイナンバーカードをベースにした「第３のトラスト」を中核的な強みとして、
「人（本人性）、物（存在）、コト（行為）」全方位のトラストサービスを展開

・ タイムスタンプ「時刻認証業務認定事業者（TSA）」認定取得（2017年4月）

・「公的個人認証サービス プラットフォーム事業者」認定取得（2017年12月）

・「電子委任状取扱業務」認定取得（2020年７月）

・ブロックチェーンを活用したデジタル証明書発行サービス「CloudCerts」を取得(2021年12月）

20

全体見直し

公的個人認証基盤＋電子委任状

CloudCerts
（ブロックチェーン証明書）タイムスタンプ

その行為はある時点で確かに行われたか

人（本人性）

物（存在） コト（行為）

その物はある時点で確かに存在していたか

その人は本人か、
その人は委任された正当な権限を持っているか

政府・自治体

士業

企業

電子申請サービス

電子申請サービス

電子契約サービス
証明書発行サービス

３．中期経営計画 ＜トラスト＞
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電子委任状 政府調達システムGEPSへの接続開始（2021年７月～）

電子契約
不動産取引の完全オンライン化」に向け、ＰＯＣを実施。
完全オンラインでの取引を実現（2022年6月）

本人確認(eKYC)
官公庁クラウド事業の「Open LINK for LIFEみんなの窓口」において
本人確認機能として実装

デジタル証明書
発行サービス

2021年12月サービス提供開始。

21

追加

マイナンバーカードベースのサービス化に注力、数値計画はやや遅れ

マイナンバーカードベースのサービスの事業化、展開をすすめるとともに
デジタル証明書発行サービスのデファクトスタンダードをめざす

３．中期経営計画 ＜トラスト＞

2か年の取組と実績（2021～2022)

今後の取組目標（2023～2025)

電子契約
不動産取引向けサービスのリリース（2023年4月）
さらに士業向け、金融向けサービスの展開に取り組む

デジタル証明書
発行サービス

「TOEIC® Ｐｒｏｇｒａｍ」公開テストの公式認定証への提供開始（2023年４月稼働）

を足掛かりに、デジタル証明書発行サービスのデファクトスタンダードをめざす
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■ NTTコミュニケーションズがドコモの子会社となり
法人営業が一元化

■ 固定回線を含めた法人向け商材の増加に向け

法人営業の体制強化

■ キャリアの販売方針や営業施策等の変更により厳しい経営環境

■ 地域シェアを高め、強いパートナーとしての地位を確立

■ 2026年3月の３G停波に向けて、ガラケーから移行促進

■ 出張販売、出張スマホ教室、訪問活動の推進

■ 店舗の効率化により収益力向上を図る

22

法人営業の強化

激変する競争環境で、リアル店舗の価値拡大を

～他キャリア、オンラインとの差別化を図り

デジタル社会の「総合サポート」拠点へ～

NTT
コミュニケーションズ

NTT
コムウェア

NTTドコモ

見直し

見
直
し

３．中期経営計画 ＜モバイルネットワーク＞

見
直
し
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社員の働きがいを高め、グループの事業活動効果を最大化

健康で活き活きと働きがいのある職場づくり

■ 残業時間削減と有給休暇取得率を向上させ、社員が健康に働ける環境を

■ 場所にとらわれない自由度の高い働き方で多様な人材を確保

■ テレワーク・オフィス勤務ともに安全で快適な仕事空間を整備

■ 社員とその家族を含めたエンゲージメントの向上を

成長への投資

■ 基幹システム等の社内システムへのDX投資で業務効率化を推進

■ 成長スピードを加速させるためのM&A、資本・業務提携を強化

■ 未来を支える次世代経営幹部の育成に注力

■ 待遇面の継続的な向上を図り、社員満足度の向上と優秀な人材の獲得へ

サステナビリティ・豊かな社会に向けて

■ 中期経営計画の実現に向けた取り組みを通じてSDGs活動を

■ 子育てと仕事の両立等、女性がより一層活躍できる制度・環境を整備

■ グループ・ガバナンスの体制を強化し、成長と企業価値向上を

■ 地域の文化活動を継続的に支援し、地域社会の発展に貢献を

変更なし３．中期経営計画 ＜内部戦略＞
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３．中期経営計画 ＜売上高・定常収入＞
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売上高（連結）

(億円)

■流通 ■官公庁 ■トラスト ■モバイル
※各年左側は見直し前計画 右側は2021・2022年は実績、2023年～2025年は見直し後計画

定常収入（連結）

(億円)
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定常収入比率
56.1%

戦略的なＭ＆Ａにより売上高は当初計画を2年前倒しで達成

クラウドサービス提供の拡大により

2025年売上高 170億円 定常収入 95億円 定常収入比率 56.1%を目指す

流通は順調に定常収入が増加見込

定常収入比率

2020年50.3％

→ 2025年56.1％

更新・見直し

2年前倒しで達成！

見
直
し
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事業の成長によりＭ＆Ａや開発などの投資コストを吸収

2025年には経常利益 16.8億円、利益率 9.8%を目指す

～2025年に流通クラウドの経常利益率 21%超を見込む～

３．中期経営計画 ＜利益計画＞

(億円) 経常利益（連結） (億円)
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WiLL makes anything すべては思うことからはじまる―

・本書には、当社に関連する見通し、将来に関する計画、経営目標などが記載されています。

これらの将来の見通しに関する記述は、将来の事象や動向に関する現時点での仮定に基づくものであり、

当該仮定が必ずしも正確であるという保証はありません。

様々な要因により実際の業績が本書の記載と著しく異なる可能性があります。

・別段の記載がない限り、本書に記載されている財務データは日本において一般に認められている会計原則に従って 表示されています。

・当社は、将来の事象などの発生にかかわらず、既に行っております今後の見通しに関する発表等につき、

開示規則により求められる場合を除き、必ずしも修正するとは限りません。

・当社以外の会社に関する情報は、一般に公知の情報に依拠しています。

■本資料の取り扱いについて
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